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【カテゴリー（分
野）について】

地域福祉計画
は、決まった枠組
みのない計画で
あるため、地域福
祉計画に必要な
（一般的に盛り込
んでいる）要素を
目安としました。

【全体的状況について】

■全国的な傾向や課題となっていることを
示しています。

◆栃木県の計画でめざしていることを示し
ています。

【市民アンケート調査について】

市民アンケート調査の結果から読み取れる
ことや、その分野にかかわりのあることに
ついて、示しています。

【住民懇談会について】

懇談会で集められた意見から、ある程度同
意性の高かったものや、特に重要・課題だ
と発表されたものを中心に示しています。

【団体ヒアリング調査について】

得られた回答について、各団体である程度
共通しているものを示しています。当事者
団体別の場合は、文章の最後の（）内に表
記し、（）がない場合は３分野に共通したも
のとなっています。

【各課ヒアリング調査について】

各課から聴取した各分野の状況について、
特に行政の立場から課題と感じられている
として挙げられた点を示しています。（現状
実施しているものや、今後実施が確定して
るものについては、載せていません。

各課からの下野市の統計的な情報がある
場合には示しています。

【主な課題のまとめについて】

全体的状況等と４つの基礎調査から浮か
び上がった課題をまとめています。

【方向性につい
て】

浮かび上がってき
た課題を集約し、
下野市の今後の
方向性としてご提
案しています。

資料№２
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交流の促進

◆地域ネットワーク形成支援 ●今後してみたい地域活動やボランティア
活動でなどの各種支援活動等で、「地域を
元気にする活動」が第１位

●地域の行事に積極的に参加し、交流を
深めていくことが重要
●自治会活動に積極的に参加させること
が大切
●地域の行事に対しては、多忙や無関心
を理由に欠席する人がいる。もっと身の回
りの地域について、真剣に関わって考える
ことが必要
●住民生活の基本である「あいさつ」をしっ
かりできていない
●子どもと大人、若い世代と高齢者での世
代間の交流が求められている
●合併後、地域住民同士の交流が減り、
行事等へ参加する意欲が薄らいだように
みえる
●新旧住民の交流がうまく進まない

●異世代間の交流を図り、絆を深める【子
育て】
●子育て支援センター等の参加の促進【子
育て】
●障がい者との交流スポーツ【障がい者】
●ボランティアは人材の観点からみると、
地域資源という点で資源になる。一元化さ
れていると必要としている側と必要とされ
ている側の相互のニーズのマッチングを図
ることが求められている
●それぞれが話し合う、横の連絡が必要で
ある

●スポーツを通じたふれあいの促進を行っ
ていく上で、参加者の拡大と地域間の交流
が必要
●地域交流の希薄化
●団体の連絡協議会が地域毎に横の連携
がまちまち

●世代の垣根を越えた交流の促進するこ
とで、地域のつながりを深める
●新旧住民同士の関係の希薄化が進行し
ないよう交流の機会を設け、関係を深める
ことが重要

交流の拠点づ
くり

●保健福祉施策の充実させるために、重
要な取り組みで、「人が集まり、気軽に相
談できる場を充実させる」が第２位

●地域での輪。支え合い、助け合い、交流
し合える場が求められている

●子どもの居場所・活動拠点が求められて
いる【子育て】

●生涯学習情報センターの周知不足、利
用団体数の伸び悩み

●既存施設を活用した拠点づくり
●子ども・高齢者・障がい者が地域におい
て縦・横のつながりが持てる交流の場が求
められている

子育て

■合計特殊出生率1.37（平成21年）
◆合計特殊出生率1.４3（平成21年）

●小学校の児童数が地域によって増減の
格差が年々大きくなっている
●小学生の鍵っ子が多く、心配である
●学童通学路の確保が難しい

●近隣の子育て世帯が何を困難とし、何を
求めているのか把握できない【子育て】

●育児中の親に対する学習機会の提供
●出生率9.6、合計特殊出生率1.46とともに
国・県の平均を上回る（平成21年）
●児童（幼稚園）・生徒（中学校）数は減少
傾向にある

●子育て家庭と地域のつながりを深めるこ
とで安心して生活ができるよう地域全体で
支えていくことが求められている

高齢者・障がい
者

◆認知症サポーターの育成
◆ふれあいの場づくり
◆高齢者の孤立防止推進事業
◆災害時要援護者支援対策の促進
◆福祉に関わる人材の養成、確保
◆地域における相談の充実の一環として、
「発達障害者支援エキスパート養成研修
会」を開催

●今後してみたい地域活動やボランティア
活動でなどの各種支援活動等で、「高齢者
を支援する活動」が上位
●地域住民が取り組むべき課題で、「高齢
者世帯の生活支援」が第３位

●一人暮らし高齢者が多く心配である
●高齢者の確認と災害時の避難の確認
●一人暮らし高齢者の見守りが難しい
●老人クラブの加入率が低い

●各施設への移動手段の確保。車でしか
通えない所が多々ある【高齢者】
●認知症高齢者の見守りで何ができるか
を知るための講座の開設が求められている
●障がい者は困っていることに対して、声
を出さない【障がい】
●国分寺特別支援学校を起点として市民
との交流が求められている【障がい】

●各種事業を行っているが世代間でのつ
ながりがない
●高齢化率18.8 ％（平成22年10月１日現
在）
●老人クラブ数は44団体とここ数年間ほぼ
横ばいで推移。会員数は1950人と平成22
年から増加に転じる（平成22年３月31日現
在）
●身体・療育・精神の手帳所持者数は増
加傾向にある

●当事者だけに限定されない、幅広く世代
を越えたふれあいが重要

マナー

■各自治体で生活環境に関するマナー条
例（ごみ、自転車、たばこなど）が制定され
るなど、日常生活におけるマナーに対する
関心が高まっている

●今後してみたい地域活動やボランティア
活動でなどの各種支援活動等で、「周辺環
境を整備する活動」が第２位
●地域における問題点・不足で、「交通マ
ナーの乱れ」が第２位
●地域における問題点・不足で、「道ばた
のごみが増えた」が第３位

●ペットのフンの始末
●高齢者の自転車マナー
●ゴミの不法投棄が目立つ
●ゴミに関するマナーが悪い

●地域の生活習慣やマナー・ルールの向
上に向けた意識啓発

ふれあい、支え合
い、助け合いの輪
が広がる地域づく

り
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防災・防犯

■東日本大震災を契機に高まる防災意識
◆県民の防災意識の高揚を図っている
◆防災知識の普及、訓練における災害時
要援護者等への配慮
◆地域防災の充実･ボランティア連携強化

●今後してみたい地域活動やボランティア
活動などの各種支援活動等で、「地域の安
全を守る」が上位
●地域住民が取り組むべき課題で、「防犯
や防災などの地域の安全を守ること」が第
１位
●地域における問題点・不足で、「緊急時
の対応体制がわからない」が第１位

●外灯が少なく、夜が不安である
●公園に不法投棄されたものの撤去が必
要である

●要援護者情報は自治会などに提供する
ことが必要である。また、日頃から支援体
制について話し合うことが大切である

●消防団員の確保と活性化
●自主防災組織の活動に地域格差が見ら
れる
●自主防犯団体が地域のパトロール・啓発
活動をされるなか、団体等の組織化が求め
られている

●地域住民と連携した災害時対策
●地域で活動する団体等の連携・協力体
制づくりの支援
●災害時に備えた関係機関・団体・民生委
員等の日常的な連携・情報交換の必要性
●自主防犯団体の活動支援や警察との連
携強化による地域防犯力の向上が必要で
ある

相談・情報提供
体制

■地域における心の健康づくり推進体制の
整備の一環として、「こころの健康相談統
一ダイヤル」を運用
◆消費生活相談員の配置

●保健福祉施策の充実を図るための重要
な取り組みで、「健康や福祉についての情
報提供を充実させる」が第３位
●地域における助け合い、支え合い活動
の活発化で、「困っている人や、助け合う
場、組織についての情報を得やすくする」
が第１位
●必要な福祉サービスの入手状況で、「ほ
とんど入手できない」が第１位

●個人情報保護法の影響で、個人情報が
うまく使われない

●相談事、聞きたい事をどこへ行けばいい
か、そのような小さな事が知られていな
い。
●各支援の利用方法や存在の広報。各
サービスを利用したいときにすぐに利用す
る事ができなかったり、どのようなサービス
があるかよくわからない。【子育て】
●行政にどこまでお願いしていいのかわか
らない
●毎年実施しているふれあい運動会や福
祉フェスタのＰＲが必要
●団体の活動情報を知らせる手段が限ら
れている
●どんなことでも相談できる施設の設置が
求められている

●「こころの健康相談」事業を実施している
が、市民への周知が不十分で、潜在的に
いる相談者と結びつけていく必要がある

●気軽に相談できる場や機会の充実が求
められている
●地域で実施されているイベント・行事に
関する情報提供の充実
●相談体制の強化

交通・バリアフ
リー

■平成18年「バリアフリー新法」の施行
■平成20年「バリアフリー・ユニバーサルデ
ザイン推進要綱」の策定
◆栃木県は人口１０万人当たりの交通事
故死者数が全国ワースト２位
◆「高齢者交通安全県民総ぐるみ運動」を
毎年一ヶ月間実施
◆平成12年「ひとにやさしいまちづくり条
例」の施行

●自由回答で、市内交通の利便性の向上
に関する意見が多い

●歩道が狭いところやないところがある
●交通マナーが悪い
●公共交通機関の利用が不便である
●高齢者の足の確保

●市のバスが使いづらい
●市内各公共施設を結ぶ市内循環バスの
運行が求められている
●歩道の整備
●バリアフリー化の推進

●交通安全教育の充実・強化（特に高齢
者）
●交通事故件数及び交通事故死傷者数は
減少傾向（平成20年）

●公共交通手段の充実・強化
●安全な道路環境の充実
●バリアフリー化の推進

生きがいづくり
健康づくり

■高齢化社会を迎え、高齢者の健康の維
持・増進及び生きがいを持って楽しく暮らせ
る環境に対するニーズの多様化への対応
◆２万人で、１人１００人健康づくり普及運
動
◆健康で活力のある暮らしの持続的な実
現と啓発

●地域住民が取り組むべき課題で、「高齢
者の社会参加や生きがいづくり」が第２位

●体操やストレッチなどをできる機会が求
められている
●健康と生きがいづくりの支援として、施設
の充実が必要である

●計画的にトレーニングを組むトレーナー
やアドバイザーなどを施設に置き、健康づく
りに取り組みやすい環境をつくることが求
められている【高齢者】

●健康づくり推進委員の養成と活用に取り
組むことが求められている
●第１号被保険者数は11,211人、要介護
認定者数は1,428人とともに増加傾向（平
成23年１月末現在）

●団塊の世代の健康づくり
●生きがいづくりとして活動の場となる身
近な地域で気軽に取り組むことができるし
くみづくりが重要

安心・安全な暮ら
しやすいまちづく
り
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地域福祉を推
進する人材の
育成

◆ボランティアコーディネーターの配置促進
◆地域福祉コーディネーターの配置促進

●地域における助け合い。支え合い活動
の活発化で、「地域における福祉活動の意
義と重要性をもっとＰＲ」が第２位

●若者が減ってきている
●自治会役員のなり手がいない

●人間関係において、やってもらったこと
に対するお礼を言える「思いやり」の心が足
りない
●市民の福祉に関する理解と関心を深め
る
●若者は支え合いの意識が低い
●市民の理解と協力についての啓発活動
が大切
●市民が地域福祉を実践できるよう「地域
福祉」の理解の促進を図る
●良い福祉を推進するためには、市民・団
体・行政が一体となって福祉分野での共通
認識を醸成することが求められている
●市民の理解と協力についての啓発活動
が大切

●地域を支える人材の育成
●ボランティアコーディネーターの育成によ
り、地域でコーディネーターのとして活躍で
きる人材の輩出
●地域ふれあいサロン事業における今後
のサロン増設に伴うサロン運営のボラン
ティア人材の確保
●地域活動の担い手不足
●団塊の世代を含め、地域に新しく参加す
る人達がまちづくりについて学ぶことができ
る学習の機会の提供が重要
●学校間で取り組み内容に差異がある。
学習機会の啓発に努めるとともに、小中学
校の求めるニーズの把握が大切
●人権に関する講演会・講座の参加者が
減少。テーマ・内容の充実が求められてい
る

●関係機関同士、支援を必要とする側と支
援をする側などを橋渡しするコーディネー
ターの育成
●幼少期から思いやりの心を育んでいくこ
とが必要

コミュニティの
育成

■東日本大震災を契機に地域コミュニティ
の見直し、共助の機運が高まる
◆地域の人々と絆がある社会

●近所付き合いで、「会えばあいさつをか
わす程度」が３割台半ば。20歳代で「付き
合いがほとんどない」が２割強
●地域の範囲で、「自治会」が３割弱。「隣
近所」はその他を除き、最も低い
●隣近所で困っている家庭に対してできる
ことは、「安否確認の声かけ」と「緊急時の
手助け」が多くなっている

●地域のふれあいや絆が徐々に減ってき
ている
●人とのつながりを積極的に持つことが必
要
●転入者のチェックがしづらい。特にアパー
ト入居者と会う機会がない
●近所の人の顔がわからない
●アパート居住者の自治会への加入率が
低い

●地域に出て来られる人には何らかの支
援の手を差し伸べることができるが、出て
来ない（来れない）人には何もできない

●ＮＰＯ法人の設立・運営支援
●地域住民の多様化に伴う自治会等の加
入率の伸び悩み
●自治会加入率は73.0％と減少傾向にあ
るが、加入世帯数は増加傾向にある（平成
23年４月１日）

●地域住民同士が顔見知りになれる交流
の機会づくり
●地域との接点を持たない人達を地域に
巻き込むしくみづくり

地域活動・ボラ
ンティア活動の
活性化

■NPO、ボランティア、団体などが主体と
なった「新しい公共」の創出

●地域活動・ボランティア活動は約４割が
未経験
●活動未経験の理由で、「参加方法がわ
からない」や「一緒に活動する仲間がいな
い」が上位
●今後の地域活動・ボランティア活動の意
向は、「機会があれば、取り組んでもよい」
が約５割

●昔ほど近所の、まとまりがなく、地域活
動に消極的である
●行事に参加する人が固定化されつつあ
る

●活動したいと思っている人をどう活動に
結び付けるかが重要
●子どもも一緒に地域活動に参加できる
機会を設ける【子育て】
●団体の活動を知ってもらう交流会の開催
が求められている
●主体的に活動できる市民が求められて
いる
●活動の周知・ＰＲをする機会が求められ
ている

●地域活動へ参加する人の減少
●団体の自立を促進するための活動支援
の充実
●読み聞かせボランティア体験講座に参加
する中高生の確保
●朗読・音訳ボランティア養成講座の新規
受講者の減少
●ボランティア登録数は1,447人、団体数は
67団体（平成23年３月31日現在）。昨年か
ら減少に転じる

●活動への意欲がある人と地域をどう結び
付けていくか
●活動に関する情報の提供体制の充実・
強化
●活動する人とそうでない人の交流を図る
ことが重要

地域福祉を推進
するためのしくみ

づくり


